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本年度研究成果 

I 研究背景 

放射線の健康への影響の科学的解明とその国民による理解は、福島原発事故の影響を受けた住民の

健康管理及び放射線への不安がもたらす社会問題への対処等における重要な基盤である。DNA 二重

鎖切断は放射線が人間の体に直接起こす深刻な作用であり、がんの原因となる。1%以上の人が DNA

二重鎖切断修復関連遺伝子の変異を持つことが近年わかっており 1)、とりわけ Brca1 遺伝子変異は乳

がんを初めとする様々ながんのリスクを大きく高める 2)。一方、放射線の健康影響に関する一般的情

報は「多くの人の平均値」であって、高感受性個人の健康管理やそれに関連する不安への対処には十

分でない。この課題に対しては、遺伝的素因による放射線影響の修飾の科学的知見が必要である。 

 
II 目的 

本事業では、令和１～３年度に構築したラット放射線関連乳がんリスク予測モデルをヒトに適用可

能なものに拡張し、さらに、低線量率放射線の影響に対する遺伝的素因の効果を評価するための基礎

的知見を得ることを目的とする。本研究では、低線量率放射線によるヒト乳がんリスクを予測するモ

デルを構築するとともに（研究項目１）、DNA 二重鎖切断修復遺伝子 Brca1 に関連した遺伝的素因

（乳がん高リスク因子）を持つ場合へ拡張し（研究項目２）、遺伝的素因の効果の機序について基礎

的な解明を行う（若手研究）。本年度は、令和５年度に構築したヒトの乳がんリスクを予測する数理

モデルを用いて住民のリスクシミュレーションを行い、令和４年度に放射線を照射した Brca1 遺伝子

変異ラット及び野生型ラットの飼育、触診及び生検診断を令和５年度に引き続き継続して、乳がん発

生率について統計解析の結果を得る。これらを総合して、低線量率放射線の影響に対する Brca1 に関

連した遺伝的素因の効果に関する結論を得る。 

 
III 研究方法 



 

研究項目１においては、「原子放射線の影響に関する国連科学委員会」2020 年報告書に示されたモ

デルに基づいて、福島原発事故に関連する被ばく線量のシミュレーションを行った。また、令和５年

度に最適化を行った数理モデルを用いて、その被ばくシナリオにおける乳がんリスクのシミュレーシ

ョンを行った。また、数理モデルのパラメータ調整を行い、Brca1+/–女性の乳がんリスクに関する文献

上の情報及び Brca1L63X/+ラットのデータを説明可能にした。そして、福島原発事故に関連するシナリ

オで Brca1+/–女性が低線量率放射線に被ばくする想定のシミュレーションを行った。研究項目２にお

いては、令和５年度に引き続き、非照射群、低線量率照射群（線量率 0.1 mGy/分にて累積 2 Gy 及び

0.2 mGy/分にて 4 Gy）及び高線量率照射群（約 0.4 Gy/分にて 1 もしくは 2 Gy）の Brca1L63X/+ラット及

び Brca1+/+ラットの触知腫瘍の生検診断、計画された人道的エンドポイントに到達した個体の剖検を

継続し、得られたデータの統計解析を行った。若手研究においては、Brca1L63X/+ラット及び Brca1+/+ラ

ットの低線量率及び高線量率被ばく後 10 日の遺伝子発現解析を行った。所属機関における遺伝子組

換え安全委員会（R6-13）及び動物実験委員会（21-1013、22-1006）の承認を受けて実施した。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

（研究項目１）数理モデルのヒト乳腺への拡張 

遺伝的素因を仮定しない条件でのシミュレーションでは、福島原発事故時に 10 歳とする被ばくシ

ナリオで 70 歳に到達した場合、乳がんリスクは被ばくしない場合の約 1.01 倍であると予測された。

また、Brca1 遺伝子に関連する遺伝的素因を仮定した数理モデルによるシミュレーションでは、70 歳

に到達した時点での乳がんリスクは、被ばくしない場合の約 1.04 倍であると予測された。モデルに使

用したパラメータの不確実性に起因するリスク推定値の 95%信頼区間をモンテカルロ法によって評

価すると点推定値の約 0.5～2 倍の範囲であった。1.01～1.04 倍といった変動は不確実性に比べてはる

かに小さいものであると言える。 

 
（研究項目２）Brca1 遺伝子欠損個体の影響評価 

令和５年度に引き続き、非照射群、低線量率及び高線量率照射群の Brca1L63X/+個体及び Brca1+/+ラッ

トの触知腫瘍の生検診断、計画された人道的エンドポイントに到達した個体の剖検を継続し、全個体

について完了した。得られたデータの統計解析を行ったところ、Brca1L63X/+ラットの乳がんリスク（1 

Gy 換算）は高線量率照射で約 1.4 倍、低線量率照射では約 1.0 倍であった。すなわち、低線量率では

乳がんリスクがほとんど増加しなかった。 

 
（若手研究）Brca1 遺伝子欠損個体の低線量率放射線影響の機序解明 

高線量率照射から 10 日後の Brca1L63X/+ラットの乳腺では、Brca1+/+ラットには見られない炎症に関

連する変化が見られ、これは低線量率では観察されなかった。これは、低線量率では Brca1L63X/+ラッ

トの乳がんリスクがほとんど変化しない理由を説明している。 

 
V 結論 

以上のように、福島原発事故の放射線被ばくに関連する Brca1+/–女性の乳がんリスクは非常に小さ

いことが、数理モデルによるシミュレーション及び動物実験の両方によって予測された。この知見は、

不安対策や健康管理といった環境保健行政のために有用なものである。 

 

 



 

  

引用文献 
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主任研究者 今岡達彦 量子科学技術研究開発機構・部長 

分担研究者   
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本年度研究成果 

I 研究背景 

東京電力福島第一原子力発電所事故以降、福島第一原発周辺地域では放射性物質による居住地の汚

染により一部の住民は避難を余儀なくされており、住民への健康不安対策の充実や、放射線被ばく影

響に関する正しい情報を提供することは重要な課題である。日本における原爆被爆者の疫学的等研究

により高線量率放射線による健康影響のリスクが明らかとされてきた。一方で、低線量率の連続的な

被ばくによるヒトの健康影響のリスク評価には不確実性がある。 

 放射線などにより生じた DNA 二重鎖切断は、細胞に存在する修復関連タンパクによって修復され

る。DNA 二重鎖切断が修復されずに残存すると、不正確な機構で修復されて変異が生じ、発がんの機

会を作ると考えられる。DNA 損傷修復関連タンパクの一つである BRCA1 をコードする遺伝子 BRCA1

と DNA 損傷部位に集積する 53BP1 は拮抗的に作用し、非相同末端結合による損傷修復、相同組換え

修復の機構を選択して修復を行う 1)。BRCA1 遺伝子は日本人を含む人類で数百人に 1 人がその変異

を持ち、この変異を両親の一方から受け継ぐと乳がん、卵巣がん、膵臓がん、前立腺がん等のリスク

が高まる。Brca1 に変異をもつ女性では医療用 X 線の被ばくにより乳がんのリスクが高まるという報

告例もあるが不確実性が高い。一方で大規模な動物実験において、高線量率の放射線に被ばくした

Brca1 遺伝子ヘテロ接合性変異を持つ個体では、野生型に比べて乳がん発生率が高くなる 2)。しかし

放射線被ばく後に乳がんの発生に至るまでの詳細なメカニズムについてはよくわかっていない。 

 
II 目的 

Brca1 遺伝子欠損個体において、低線量率放射線被ばく後の過程の DNA 二重鎖切断修復動態や、Brca1

下流遺伝子の遺伝子発現を解明する。 

 
III 研究方法 



 

 凍結保存した乳腺組織から RNA 抽出キット（キアゲン社、RNeasy Micro Kit）を用いて totalRNA を

抽出した。遺伝子発現解析に必要なデータの取得はアゼンタ株式会社に委託し、取得したデータを用

いてサンプル間の発現変動遺伝子の抽出およびその機能のバイオインフォマティクス解析を実施し

た。 

（倫理面への配慮）動物実験及び遺伝子組換え実験については、量子科学技術研究開発機構の動物実

験委員会（承認番号 22-1006）及び遺伝子組換え実験委員会（承認番号 R6-13）の承認の下に行った。

人を対象とする研究には該当しない。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

 令和 6 年度は、放射線を照射し一定時間後に回収したラット乳腺組織（令和 4 年度に収集）から抽

出した RNA のシーケンス解析を行い、放射線被ばく後の発現変動遺伝子の抽出およびその機能のバ

イオインフォマティクス解析を実施した。 

放射線被ばく後 10 日における Brca1 ヘテロ欠損個体の乳腺組織では炎症に関する遺伝子の発現が

有意に増加した。さらに Brca1 変異乳腺組織においては低線量率被ばくに比べ高線量率被ばくで炎症

に関わる遺伝子の発現が有意に増加し、炎症が乳腺内腔細胞の近傍で生じていることを蛍光免疫染色

法で確認した。た、すでにデータベースで公開されている BRCA1 が転写調節因子としての標的にな

り得る遺伝子は 1757 個あるが、そのうち 11 遺伝子が高線量率の放射線被ばくによって遺伝子発現の

変動を示した。そのうち乳腺分化に関する一遺伝子について組織中のタンパク質の局在を検討したと

ころ、野生型と Brca1 変異体ともに内腔細胞に局在することを確認した。以上の知見は、“低線量率照

射よりも高線量率照射で発がんが促進される”という主任研究者の研究の結論をメカニズムの観点か

ら補強し、支持するものである。 

 
V 結論 

 Brca1 変異体において低線量率照射よりも高線量率照射で発がんが促進されることのメカニズムの

一つとして、乳腺組織における炎症の関与が示唆される。 

 



 

  

引用文献 

 

1) Shibata A and P A Jeggo. Roles for the DNA-PK complex and 53BP1 in protecting ends from resection 

during DNA double-strand break repair, J Radiat Res 2020; 61(5), 718–726. 

2) Nakamura Y, Kubota J, Nishimura Y et al. Brca1L63X/+ rat is a novel model of human BRCA1 deficiency 

displaying susceptibility to radiation-induced mammary cancer, Cancer Sci 2022; 113: 3362–3375. 
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本年度研究成果 

I 研究背景 

福島原発事故以来、特に子どもの被ばくによる将来的な健康影響（がんリスクの上昇）が近隣住

民を中心に大きな不安材料として残されている。環境省「放射線による健康影響等に関する統一的

な基礎資料」でも 100 mSv（mGy）未満では発がんリスクを検出することが難しいとされる。疫学

だけでは低線量被ばくリスクを完全に明らかにするには困難である。そのため、生物学の成果との

統合が必要であり、発がんメカニズムに基づく低線量被ばくリスクの解明が求められている 1)。放射

線発がんのメカニズム解明は、主に放射線発がんの「痕跡」（放射線被ばく特異的ゲノム変異）を探

すアプローチで行われている。しかしながら、チョルノービリ原発事故後に見られたヒト小児甲状

腺がんでも明確な痕跡にたどり着いてはいない 2)。このことは、ゲノム変異以外のアプローチ、すな

わち細胞の増殖速度や自己複製能などのがんを構成する個々の細胞の特徴や細胞同士の相互作用

（細胞競合）の解析が放射線発がんメカニズムの解明に重要であることを示唆している。 

 
II 目的 

本研究では、放射線発がん感受性の高い乳腺と肺に注目し、細胞系譜追跡により 100 mGy やそれ

以下の低線量被ばく後のがんに至る細胞動態を明らかにすることを目的としている。 

 
III 研究方法 

本研究は国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構千葉地区遺伝子組換え実験安全委員会（番

号：H29-03-7 ）および動物実験委員会（番号：20-1014-3）の承認を得て実施した。 

実施項目 1. 乳腺の低線量被ばくによる細胞動態解析 
細胞系譜追跡実験では乳管を形成する二種類の内腔および基底細胞の動態を、ケラチン 8 もしく

はケラチン 14 の遺伝子プロモーターを用いて追跡した。「(2) クローン増殖変化と前癌病変の関連の



 

証明」では、被ばく後、中長期（12 週間以上）の観察を行い、単一の蛍光たんぱく質で標識された

細胞集団からなる、クローン性増殖や形態学的に正常な乳管構造とは異なる過形成等を探索した。

さらに、放射線誘発乳がんリスクが高い BALB/c-Trp53+/-マウスにおいても細胞系譜追跡を行った。

「(3)クローン増殖分子メカニズム解明」では過去に、被ばくによりクローン拡大の抑制と細胞の分

化異常があることを見出した。この分子メカニズムを明らかにするために主に遺伝子発現解析を行

った。「(4)系統差を利用した発がん関連メカニズムの絞り込み」では乳がんになりにくいオリジナル

の系統と BALB/c 系統との比較により、発がんメカニズムを明らかすることができると考えられ、

クローン増殖の変化や遺伝子発現の変化を解析した。「(5)住民の不安等軽減に資する取り組み」で

は、得られたデータのヒトへの外挿を目指し、シミュレーションに取り込む方向性を検討した。 

実施項目 2. 放射線発がん感受性の高い臓器肺の低線量被ばくによる細胞動態解析 
「(2)クローン拡大の解析」では、すべての細胞で発現する Rosa26 遺伝子プロモーターを用いて追

跡した。放射線被ばく後、経時的に肺を採取し、単一の蛍光たんぱく質で標識された細胞集団から

なる、クローン性増殖の変化を探索した。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

実施項目 1 では、乳腺における中長期にわたるクローン増殖変化と前癌病変の関連について解析

した。オリジナルの系統に比べ、BALB/c 系統での乳腺基底細胞追跡では、2 Gy 被ばくで拡大を続

けるクローンが一部観察された。しかしながら、解析できた限りではそのようなクローン拡大と前

癌病変との関連は見いだせなかったが、網羅的な遺伝子発現解析から、乳腺全体として発がんの方

向に進んでいることが示唆された。系統差を利用した発がん関連メカニズムの解析では、網羅的な

遺伝子発現解析により、オリジナルの系統に比べ BALB/c 系統で被ばくにより細胞外マトリックス

などの周囲環境の変化が示唆された。本研究で得られたデータをシミュレーションに取り込む方向

性を検討した。「クローン拡大の線量依存性」の要素をモデルに取り込んで行くべきと考えられた。 

 実施項目 2 では、肺の短期から長期の被ばくによる細胞動態解析を行ったところ、クローンサイ

ズの変化について、4 Gy 被ばくしても拡大を続ける一部のクローンが観察された。 

 以上より、BALB/c 系統ではごく一部、高線量被ばくにより長期間にわたり拡大するクローンが観

察され、これが発がんに関与する可能性が示唆された。将来的にはクローン拡大とがんの関係を明

らかにするための動物実験を行うとともに、この被ばくによるクローン拡大の変化でヒトの発がん

リスクを外挿できるのかの検証を行う必要がある。 

 
V 結論 

放射線発がん感受性の高い乳腺と肺に注目し、細胞系譜追跡により低線量被ばく後のがんに至る

細胞動態を解析した。これらの成果は最終的に、環境省統一資料のさらなる充実や、低線量被ばく

のがんリスクを理解するために近年注目されている「有害性発現経路」のアプローチ3)におけるバイ

オマーカーになることを通した放射線防護のさらなる精緻化、福島原発事故の近隣住民などの不安

解消と健康増進に役立つことが期待される。また、本研究で得られた基礎的データは、論文発表す

るとともにホームページや所属機関の一般公開などで随時、発信していきたい。 
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研究課題名 
セシウム 137による慢性的低線量内部被ばくマウスの体細胞・生殖細胞におけ

る DNA塩基配列への影響－全ゲノム解析による継世代影響の統計解析－ 

令和６年度研究期間 令和６年４月１日～令和７年２月 28日 

研究期間 令和４年度～令和６年度（３年目） 

 

 氏名 所属機関・職名 

主任研究者 中島 裕夫 大阪大学核物理研究センター・特任教授 

分担研究者   

若手研究者   

 

キーワード 低線量放射線、セシウム 137、内部被ばく、突然変異、発がん、福島原発事故 

 

本年度研究成果 

I 研究背景 

これまでの原爆 1,2)や医療被ばく 3,4)レベルでの疫学的調査においては、次世代への影響が認められ

ていない。さらに、原爆被爆者 5)やチェルノブイリ原発事故除染作業者 6)の子供の全 DNA 塩基配列変

異の調査においても次世代への DNA レベルの影響は認められていない。しかし、それにもかかわら

ず、被爆 2 世への遺伝性影響の存否に関しては地方裁判所で係争した経緯があり、福島原発事故にお

いても、遺伝性影響が憂慮されることとなっている。このようなことから福島原発事故での遺伝性影

響の懸念が社会通念的に認められてしまうことは、遺伝差別への大きな流れにもなりかねず憂慮され

る事態である。このような憂慮をできる限り小さくすることが喫緊の課題と考えられる。 

 
II 目的 

 これまでの、放射線健康管理・健康不安対策事業（放射線の健康影響に係る研究調査事業）研究で

報告した結果は、当時、解析費用が高額であったため、多世代中の異なる 6 つの任意世代のそれぞれ

1 匹の全ゲノム解析データを各世代で比較して、セシウム投与群と対照群間で差がないことを示した

ものであるが、各世代における統計学的な脆弱性は否めない。しかし、昨今は、この解析費用が低額

になったことで、1 世代 3 匹以上のマウスサンプルを使い、各世代で、さらに詳細な、また統計学的

に充分耐えられる解析を行うことが可能となった。そこで、本研究の目的は、セシウム 137 水を飲ま

せながら世代交代を 40 世代以上行ったこれまでの受託研究で集積し、冷凍保存したマウスサンプル

をもとに、全ゲノム解析を行い、セシウム 137 の内部被ばくによる 1 世代あたりの無作用量の範囲を

統計学的に耐えうる数値として示すことである。 

 
III 研究方法 

１）兄妹交配を 20 世代行った A/J マウスの１ペアをオリジン（F0）とし、その同腹仔をセシウム 137



 

水（100,000 Bq / ℓ）投与群と対照群に分けて、兄妹交配を行った。そして、得られた第 25 世代目

（F25）を令和 4 年度の研究として、その後の令和 6 年度までに得られた第 32 世代目（F32）を

令和 6 年度の研究として、それぞれ 3 匹ずつの雄マウスの肝臓から DNA を抽出した。抽出した

DNA を理研ジェネシスに委託し、イルミナ社の NovaSeq6000 にて、Read length: 150、Paired-end、

Multiplex 法でマウスの全ゲノム解析を行った。 

２) 放射線や発がん物質にも高感受性であるミスマッチ修復欠損マウス（Msh2 -/-）、および野生型マ

ウス（Msh2 +/+）のそれぞれにセシウム 137 水（2500q/ml）を 4 週間飲料水として自由摂取させ

（体細胞突然変異が有意に増加する線量）、セシウム 137 水を飲ませていない雌マウスとの交配

によって得られた子供マウスのそれぞれ３匹ずつと親マウスの DNA を肝臓より抽出し、A/J と

同様に全ゲノム解析を 1 世代の親子トリオ解析として行った。 
３）A/J と同様の実験で野生型マウス系統 C57BL/6J の第 10 世代目（１ペアをオリジン（F0）として

の F10）と、その後、兄妹交配を 3 世代進めた第 13 世代目（F13）のセシウム 137 投与群、対照

群のそれぞれ 2 匹ずつ計 10 匹の全ゲノム解析を行った。 

４）令和 6 年度の本研究では、共同研究するいずれの研究機関においてもヒトの個人情報、サンプル

等を研究対象としていない。また、本実験の動物実験に関しては、大阪大学動物実験規程のもと、

動物実験委員会の承認を得て行った（承認番号：第 動医 02-005-000 号、有効期限：2025/03/31)。

なお、放射性同位元素利用施設内での動物飼育については、大阪大学医学系研究科飼養保管施設

等設置の承認を受け (承認番号 飼医 19-01-0 号)、放射性同位元素利用施設内での実験操作に関

しては、大阪大学ラジオアイソトープ総合センター放射線障害予防規定を遵守して行った。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

１）セシウム 137 水を飲料水として飲ませ続け、慢性的に低線量・低線量率内部被ばく（1 世代平均

37mGy）させ続けた A/J 系統マウスの 32 世代目における対照群との全ゲノム比較解析結果では、

これまでの結果と同様に対照群を超える DNA レベルの遺伝性影響は認められなかった。 

２）DNA 修復系が欠損した放射線高感受性の Msh2 遺伝子欠損マウスの雄に、A/J マウス実験の 25

倍の高濃度セシウム水（2,500,000 Bq / ℓ）を 4 週間飲水させた（平均積算線量 76.7mGy）。その

後、セシウム 137 に曝露させていない C57BL/6 系統の雌マウスとの交配により仔を得て、セシウ

ム 137 投与群と対照群のそれぞれ親仔マウス全ゲノム解析を行った。その結果、セシウム 137 水

を飲水した Msh2 遺伝子欠損雄マウス由来の仔では、一塩基置換型変異および挿入欠失型変異の

発生頻度が対照群より有意に増加していた。 

３）一方、DNA 修復系が正常な C57BL/6 マウスの雄を用いて同様の実験を行った場合では、いずれ

の変異頻度についても対照群との間に有意な差は認められなかった。 

 
V 結論 
今年度の結果から、本研究で使用した検出系は、高濃度セシウム 137 水飲水で確実に DNA 塩基配

列の変異を検出できる検出系であることが示された。それと同時に、DNA 修復系が正常の C57BL/6J

マウス系統では、A/J マウス実験の 25 倍の高濃度セシウム 137 水ですら、仔マウスに対照群を超える

ような DNA 塩基配列変異を起こす影響がなかったことがわかった。 

本研究において A/J マウスに摂取させたセシウム 137 の濃度は、国際食品基準（CODEX）7）の 100

倍、日本の食品基準 8）の 1,000 倍、水の基準の 10,000 倍である。過去の研究で、放射線による遺伝性

影響が確認されている自然突然変異率がヒトとほぼ同じマウスですら、本実験におけるセシウム 137



 

濃度（10,0000 Bq/ℓ）では、多世代に渡って遺伝性影響が認められなかった。 

以上のことから、日本におけるセシウム 137 の現行規制値以下の食品や水の摂取において、遺伝性

影響に対する安心度は十二分に担保されていると言え、リスクコミュニケーションでの安心説明の一

助に資する期待ができる。なお、令和 5年までの結果については International Journal of Radiation Biology 

(2024) に.論文発表した 9）。 
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本年度研究成果 

I 研究背景 

福島原発事故以降、低線量・低線量率放射線の健康影響に対する科学的な知見不足が社会不安を

生じさせた。現在、ヒト疫学調査からは、低線量域のリスクや線量率効果に関する知見は十分とい

えず、疫学調査のみによるリスク解明には限界がある 1-5)。そのため、動物実験で得られた低線量・

低線量率発がんについての詳細な知見とゲノムレベルでのメカニズム解明は、大規模疫学調査結果

を補完することを可能にし、リスク評価が格段に進歩すると期待される。我々は長年に亘り、放射

線発がんリスク評価とそのメカニズム解明を目指した研究を続けており、①低線量域の発がんと放

射線の爪痕を高感度に検出できる、②線量率効果の分子機構が解明できる、③放射線発がん感受性

の年齢依存性が解明できる、という利点を有するマウスを作成した。 
 

II 目的 

本研究の目的は、上述した放射線に高発がん性を示すマウスを用いて、低線量・低線量率被ばくに

よる発がんリスク及び、幼体期と成体期における線量率効果に関する科学的知見を得ることである。 
 

III 研究方法 

III-1:100 mGy 以下の低線量放射線被ばくによる発がん感受性 
上記に記載した放射線発がん高感受性マウスを用いて、様々な線量を用いた放射線発がん実験を行

った。生後約 30 週齢の時点でマウスを屠殺し、小腸、大腸を採取し、顕微鏡下で腫瘍数、腫瘍サイズ

の計測を行った。また、得られた腫瘍を採取し DNA 抽出を行い、ヘテロ接合性の消失(Loss of 
heterozygosity: LOH)解析から変異を同定し、放射線の爪あと解析を行った。また、放射線によるがん

のプロモーション作用を解析するために行った発がん実験で得られた腫瘍を用いて、次世代シークエ

ンサーを用いた解析を行った（研究分担：東大金井）。 

III-2. 低線量率放射線発がんリスク評価研究と、子どもから大人における放射線発がんの線量率効果



 

とそのメカニズム解明 
III-1.で用いた世代の異なるマウス(幼体期マウスから成体期マウス)を準備し、異なる線量率の放射

線発がん実験を行った。マウスを屠殺後、小腸、大腸を採取し、顕微鏡下で腫瘍数、腫瘍サイズの計

測を行った。得られた腫瘍を採取し、放射線の爪あと解析を開始した。 

本研究は、「研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針」等に従い、広島大学に実験計

画を申請し、承認を得研究を実施した。また、「放射性同位元素等の規制に関する法律」に基づき広島

大学原爆放射線医科学研究所放射線障害予防規程にしたがって承認を得て行った。 
 

IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

IV -1. 100 mGy 以下の低線量・低線量率被ばくによる発がんリスク評価 
放射線被ばくに高発がん性を示すモデルマウスを準備し、幼体期（生後 2 週齢）で様々な線量の放

射線発がん実験を行った。幼体期では、線量依存的に線形で腫瘍数が増加し、しきい値なし直線モデ

ルが最も当てはまる線量効果反応関係が得られた。今回の実験条件、解析数では、100 mGy 以上の照

射で有意な腫瘍数の増加が観察され、それ以下の照射では有意な腫瘍数の増加は観察されなかった。

一方、成体期（生後 10 週齢）で発がん実験を行った結果、しきい値あり直線モデルが当てはまるよ

うな線量効果反応が得られた。ゲノムの爪あと解析から、幼体期・成体期ともに欠失が放射線の爪あ

ととして検出され、単位線量あたりの欠失を有する腫瘍数は、成体期よりも幼体期の方が多い結果が

得られた。分担研究として、放射線による発がんプロモーションに関与する遺伝子の探索を行うため

に最適な放射線発がん実験を確立し、非照射群、照射群の各群から、腺腫、腺がんを採取し、抽出し

た DNA、RNA を用いて、次世代シークエンサーによる解析を行った。その結果、照射群では、サイ

トカインやケモカイン等炎症に関わる遺伝子群が、照射群の腺がんにおいて高発現する結果が得られ

た。（研究分担：東大金井）。 

IV-2. 低線量率放射線発がんリスク評価研究と、子ども（幼体期）から大人（成体期）における放

射線発がんの線量率効果とそのメカニズム解明 
幼体期から成体期における放射線発がんの線量率効果を解析するために、幼体期は総線量 2 Gy、成

体期は総線量 5 Gy の線量率の異なる放射線発がん実験（幼体期：706 Gy/day、1 Gy/day、0.1 Gy/day、
0.01 Gy/day、成体期：706 Gy/day、1 Gy/day、0.1 Gy/day、0.025 Gy/day）を行った。放射線誘発腫瘍数

において、幼体期、成体期ともに線量率効果が観察されたが、成体期では、高線量率（706 Gy/day）
のみ有意な腫瘍数の増加が観察されたが、それ以外の照射群では有意な腫瘍数の増加は観察されなか

った。一方、幼体期では、全ての照射群において有意な腫瘍数の増加が観察され、線量率が高くなる

につれて腫瘍数が増加し、成体期ほど明らかな線量率効果は観察されなかった。単位線量あたりの線

量率効果係数を算出した結果、幼体期よりも成体期の方が線量率効果係数が高かった。また、幼体期

では、年齢感受性の調整が線量率効果係数に大きく影響を与えることが明らかになった。 

上記で得られた科学的知見を国内外の学会等で発表した。また研究会を企画し、放射線の健康影響

に対する不安軽減にむけた活動を行った。 

 
V 結論 

高線量率放射線被ばくにより誘発される腫瘍数に対する線量効果反応は、幼体期ではしきい値な

し直線モデルが、成体期ではしきい値あり直線モデルが最も当てはまることが示された。一方、今回

行った実験条件における単位線量あたりの線量率効果係数は幼体期よりも成体期で高く、幼体期では

被ばく時年齢による感受性が線量率効果に大きく関与することが明らかとなった。 
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本年度研究成果 

I 研究背景 

生体内に放射性微粒子が沈着すると距離に応じて線量率が低下し、不均等な線量率分布で被ばくが

生じる。均一な線量率での被ばくよりも生物影響が誘発されやすくなる、いわゆる「ホットパーティ

クル問題」が核燃料断片由来の放射性微粒子を用いた研究で提起されている 1)。核燃料断片は α線を

放出するので粒子沈着部位の局所線量が高くなり、in vitro トランスフォーメーションアッセイでは

均等被ばく時よりも形質転換率が上昇した。福島第一原発事故では二酸化ケイ素が主成分の放射性微

粒子が放出された。本課題ではこれを不溶性セシウム粒子と呼称する 2)。主に放射性セシウムが濃集

しているため、不溶性セシウム粒子による被ばくでは α 線の寄与が極めて少ないと考えられている

2,3)。事故後の環境中で発見された不溶性セシウム粒子は、２号炉・３号炉から放出されたと推定され

る 10 µm 以下の球形に 100 Bq 以下の放射能をもつタイプ A と、タイプ A よりも大きな不定形で数十

から数千 Bq の放射能をもつ１号炉由来と推定されるタイプ B の２種類がある 4-6)。放射能が高い核

燃料断片由来の放射性微粒子は発癌性を有するが、肺深部まで到達できるタイプ A7)のように放射能

が低く、α線を放出しない放射性微粒子に関する被ばく影響の知見は少ない。不溶性セシウム粒子の

リスク評価にむけて、基礎的な知見の整備が必要である。 

 
II 目的 

不溶性セシウム粒子及び不溶性セシウム粒子の性状を模倣して実験的に作成した放射性模擬粒子

を用いた生物影響解析と、不均等被ばく線量評価で得られる線量・効果関係から不溶性セシウム粒子

の生物影響について検討する。 



 

 
III 研究方法 

土壌から不溶性セシウム粒子を単離し、放射化学的解析を行った。肺組織切片とシリカ粒子を用い

てマイクロ PIXY 分析を行い、組織切片中のシリカ粒子の検出に関する検討を行った。シリカ粒子吸

入による体内沈着と微粒子の性状との関連性についてシミュレーションを行うとともに、シリカ粒子

の細胞内取り込みと影響解析を実施した。動物実験は、量子科学技術研究開発機構の動物実験委員会、

東北大学動物実験専門委員会において審議され、承認を受けて実施した。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

・ 福島第一原発事故で放出された不溶性セシウム粒子 30 粒子を土壌から分離した。元素分析によ

って主成分が二酸化ケイ素、その他に Na、Al、Fe を含むこと、134Cs/137Cs は約 0.95、90Sr/137Cs は

約 10-5 であることを示した。137Cs をシリカ粒子に吸着させて約 100 kBq の放射性模擬粒子を作

成した。（二宮・広島大学）  

・ マイクロ PIXE 分析による肺組織切片中の Cs 含有微粒子の検出法を検討した。(1) 粒子を組織上

にのせた場合と、(2) 組織切片で挟んだ場合のシリカ粒子を測定したスペクトル分析によって Si

と Cs のピークを検出した。(2)と(1)のカウント比が Si で 0.062、Cs で 0.39 となり、この減衰が

15 µm 厚の組織切片による減衰をシミュレーションで計算した結果と矛盾がなく、肺胞に取り込

まれた Cs 含有粒子を本法で解析可能であることを確認した。（遠藤・広島大学） 

・ 粒径 3 µm のシリカ粒子を気管内投与したマウスの気道内の初期沈着割合を MPPD ソフトでシミ

ュレーションした。この粒径の粒子が肺胞に到達可能であること、粒子の幾何標準偏差が主に肺

胞の初期沈着に影響することを明らかにし、粒径、密度、幾何標準偏差が初期沈着へ及ぼす影響

に関するデータを整備した。（鈴木・東北大学） 
・ 気管内投与後のシリカ粒子が肺胞に到達しても肺胞上皮細胞内に取り込まれる頻度は低く、動物

実験で示された発がん頻度の変化は、放射性模擬粒子が細胞表面に沈着して生じた影響である可

能性を示唆した。また、細胞サイズよりも大きい不溶性セシウム粒子と共培養したヒト正常上皮

細胞の遺伝子発現が主に放射線被ばくが原因であること、インターフェロンによるシグナル伝達

経路の活性化をマイクロアレイ解析で明らかにした。（鈴木・東北大学） 

・ 動物実験では供給業者の感染事故で実験動物の出荷が停止となったため、凍結受精卵を移植し、

繁殖を継続した。（山田・量研機構） 

 
V 結論 

 本課題の成果は、肺がんを誘発しやすいモデル動物へ放射性模擬粒子を気管内投与して得られた結

果である。気管内投与は肺内への粒子の取り込みと被ばく線量推定の正確性を高めることができる一

方で、原子力災害後の放射性微粒子が呼気吸入で取り込まれる経路とは異なる。微粒子の気道内沈着

を推定するために使用しているソフトは、吸入と気管内投与にわけて微粒子の気道内沈着をシミュレ

ーションすることが可能である。次年度は当初の計画内容に加えて、粒子投与法（取り込み経路）に

よる微粒子の気道内沈着率の違いを推定し、気管内投与で得られる実験データから呼気吸入による影

響を推定することを目的としたデータの整備に取り組む。最終年度は、不溶性セシウム粒子のリスク

の有無やリスクを有する場合の条件などを検討し、環境保健行政に寄与する成果の取りまとめを目指

す。 
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本年度研究成果 

I 研究背景 

停留精巣（Cryptorchidism）は、先天性男子生殖器疾患の中でもっとも多い疾患である。胎児期に精巣

は腹腔内から陰嚢内に下降するが、その過程には男性ホルモン（テストステロン）が重要な役割を担

っていることが明らかになっている。しかしながら、停留精巣の発症原因はいまだに明らかになって

いない 1)。近年、環境因子が停留精巣の発症に関わっているという報告や、それにより停留精巣の発

症頻度が増加しているという報告が一部で認められている。一方で、近年停留精巣は増加傾向を認め

ないという報告もあるが、わが国における停留精巣の年次推移は明らかになっていない。2018 年に、

「原発事故以降、日本全国で停留精巣の手術（Orchiopexy）件数が増加したことから停留精巣患者の

出生数が増加しており、その原因として原発事故による拡散された放射性物質が考えられる」という

報告がなされた 2)。我々は、この論文に対するカウンター論文を発表した 3)。すなわち、文献２の調

査対象は、診断群分類（DPC）病院（総数 7,000 以上）のうち、停留精巣の手術を年間に 10 例以上行

っている全国の 94DPC 病院を調査したデータであるため、手術件数の推移の実状を反映していない

可能性がある。また、文献２は、研究デザインや結果、結論に様々な問題点がある。さらに、福島県

民の放射線被曝量が、停留精巣を引き起こす原因になるということは、理論的には考えられない。文

献２によって、福島県に対する風評が助長される可能性がある。一方、実際の停留精巣の手術件数デ

ータをまとめた研究については、過去に実施されていないことから、震災前後の福島県内全病院にお

ける停留精巣の手術件数の推移を実測値として明らかにする必要があると考えた。 

 
II 目的 

東日本大震災に伴う原発事故前後の福島県内の停留精巣の手術件数の実態調査を行うことにより、よ

り正確な停留精巣の手術の年次推移を明らかにし、停留精巣患者数の年次推移を予測すること。 

 
III 研究方法 



 

福島県内の入院施設を有する全 87 病院を対象に、2008 年 4 月～2021 年 3 月までに精巣固定術を施行

した患者数について、レセプトデータを用いた概況調査を行った。その後、精巣固定術を実施した各

病院の診療録から詳細情報を収集した。停留精巣の手術件数・出生率に対する原発事故の影響を評価

するために、分割時系列解析を用い、精巣固定術の手術件数および停留精巣の出生数の変化（レベル

変化および傾きの変化）を統計学的に分析した。対象を山梨県とした。 

本研究は福島県立医科大学倫理委員会の承認のもとに行った（承認番号 2021-149）。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

調査期間中、福島県全域で 622 件の精巣固定術が実施された。原発事故後、人口 10 万人あたりの月

ごとの停留精巣手術件数には有意な増加は認められなかった（レベル: IRR 1.21、95%CI 0.86-1.70、傾

き: IRR 1.01、95%CI 0.99-1.04）。また、出生 1,000 人あたりの停留精巣出生数についても、事故前後で

有意な増加はなく（レベル: IRR 0.87、95%CI 0.52-1.44、傾き: IRR 1.01、95%CI 0.99-1.04）、山梨県と

の有意差も認めなかった。 

本研究では、原発事故が福島で停留精巣に対する精巣固定術を増加させたという証拠はなく、福島

における陰睾の推定出生率は事故後に有意に増加しなかった。 

2018 年、Murase らは「福島原発事故後、日本全国において停留精巣が増加している」という論文

を報告した 2)。日本における DPC データベースを用いて、停留精巣術後の退院患者数を調査した。

DPC システムは、2003 年に日本で導入された。しかし、2011 年時点で、DPC 制度に参加している病

院は日本の 20％未満であった 3)。Murase らの研究では、DPC 制度に参加している病院のうち、年間

10 例以上の精巣固定術を行った福島を含む日本の 94 病院を対象としている 2)。2011 年の日本の病院

数は 7,528 であったので、94 病院は日本の全病院の 1.2%に過ぎない 3)。私達は、停留精巣に対して精

巣固定術を行った病院の正確な情報を得るためにレセプトデータを使用し確実なデータを収集した。

さらに、Murase らは福島県内の 4 病院のみの DPC データを使用しているが 2)、私達の調査では 4 病

院を含めて 16 病院で精巣固定術が施行されていた。したがって、彼らは残りの 12 病院で行われた停

留精巣固定術の数をカウントしていない。また、4 病院のカルテを詳細に調べたところ、移動性精巣、

停留精巣を伴わない精巣捻転、続発性停留精巣、精巣固定術再手術例、左右の手術が異なる時期に行

われた症例の 2 回目の手術などの症例が含まれていた。我々はこれらの症例を解析から除外した。 

Murase らの論文のもう一つの問題点は、停留精巣の手術件数と出生数を同一視していることであ

る 2)。論文のタイトルは、単に退院率（おそらく精巣固定術の指している思われる）が増加しただけ

であるにもかかわらず、事故後に停留精巣の出生数が増加したかのような誤解を招くものである 2)。

本研究では、カルテから収集した患者の生年月日をもとに、月別出生率を評価した。さらに ITS 解析

では、精巣下垂のメカニズムに基づき、事故から 3 ヵ月後に出生率に影響が出始めると仮定し、モデ

ルを当てはめた。その結果、停留睾丸の推定出生率のレベルも傾きも、事故から 3 ヵ月後には有意な

増加を示さなかった。この結果は、月ごとの詳細なデータを用い、正確な生年月日を詳細に検討する

ことによって、より強固なものとなった。この方法は、年間の手術データの集計のみに頼った Murase

らの方法とは対照的である。 

 
V 結論 

原発事故は停留精巣の手術件数や出生率に影響を及ぼしていないことが示された。本研究が福島県

に対する風評被害の軽減に寄与することが期待された。 

 



 

 

引用文献 
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研究課題名 
福島原発事故後の二次的健康影響に関するまとめとその意識調査に基づいた

情報発信に関する研究 
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 氏名 所属機関・職名 

主任研究者 坪倉 正治 
福島県立医科大学医学部放射線健康管理学講座・

主任教授 

分担研究者             

若手研究者             

 

キーワード 間接的影響、リスクコミュニケーション、放射線教育 

 

本年度研究成果 

I 研究背景 

放射線災害が地域住民に及ぼす影響は、放射線被ばくによるものだけにとどまらない。放射線の直接

的な被ばく以外にも、二次的健康影響と呼ばれる健康への影響があり、原発事故後の日単位・週単位、

さらには月単位・年単位と、時期によって多様な形で現れる。これらの二次的健康影響に関する情報

は、被災住民が健康問題に直面した際に、それが放射線被ばくによるものかどうかを判断するために

重要であるとともに、放射線被ばくに対するリスク認知にも大きく影響を与える。しかし、現在の二

次的健康影響に関する情報は断片的であり、体系的に整理されていない。さらに、その影響は年齢層

や居住地、避難生活の状況、時期によって異なるため、被災経験のない住民はもちろん、被災住民で

あっても、全体像を把握し理解することは容易ではない。 

 
II 目的 

本研究では、以下の 3 点を目的とする。①原発事故に伴う二次的健康影響に関する既存の調査結果を

統合し、これまでの知見を整理する。②被災住民や医療・福祉・教育関係者を対象に意識調査を実施

し、二次的健康影響に対する認識や、放射線被ばくリスクの理解を深めるために有用な情報の在り方

を検討する。③意識調査の結果をもとに、二次的健康影響に関する情報発信のコンテンツを作成する。 

 
III 研究方法 

●以前の研究班に続き、被災地での中長期的な放射線以外の二次的健康影響についての情報をさらに

まとめ、その内容について明らかにした。（2023 年度より継続） 

●Web アンケート調査と聞き取り調査を併用し、二次的健康影響に関しての意識調査を行った。 
●それらをレビューすることで、二次的健康影響に関する情報がどの程度あるかを明らかにし、今後

の情報発信のためのコンテンツについて検討した。 



 

これらの研究は必要とされるものは倫理委員会の承認を経てから行われた。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

前研究班に続く二次的な健康影響まとめについて 

＃双葉郡・相馬群における人口推移についての調査 1) 

本研究では、復興過程にある被災地域の人口変動を明らかにするため、NTT ドコモのモバイル空間統

計を用いて 2019～2022 年の避難指示区域の滞在人口を分析した。機械学習を活用し、推計人口デー

タの統計解析と市区町村別のクラスタリングを実施した。その結果、人口動態は 5 つのクラスに分類

され、市町村ごとに定住人口の割合が大きく異なることが判明した。また、震災の影響による人口構

成の違いと復興に伴う変動が観察され、4 年間の変化から復興の進行状況や課題が明らかとなった。

今後の継続的な調査により、被災地域の人口動態や健康課題の解明が期待される。 

＃震災および福島原発事故後の双葉地方の救急搬送状況に関する調査 2) 

東日本大震災では、医療資源の適切な配分が求められたが、大規模避難により医療需要の推計が困難

であった。本研究では、NTT ドコモのモバイル空間統計を用い 2019～2020 年の双葉郡の人口推計を

行い、救急搬送率の算出における適合性を検証した。その結果、大熊町と双葉町では昼間人口が夜間

人口を大幅に上回り、昼夜間人口比の中央値が 3 以上であることが判明した。また、推計人口を用い

た性年齢調整救急搬送率は、国勢調査データを基にした場合よりも全国平均と一致していた。この結

果は、復興期の医療計画におけるモバイル空間統計の有用性を示し、医療資源の効率的な配分に寄与

する可能性を示唆している。 

＃葛尾村における長期避難と肥満に関する追跡比較研究 3) 

本研究では、避難指示解除後の居住地（村内・村外）別に住民の健診データを解析し、健康状態への

影響を検討した。その結果、村外居住者の肥満（BMI 25 以上）割合は村内居住者より一貫して高く、

避難後も増加傾向が続いていた。「村外居住」は肥満と有意に関連し、避難後の生活習慣（食事・運

動）の変化が影響を及ぼしている可能性が示唆された。肥満は住民の離散により継続的なフォローが

難しく、介護予防の観点からも重要な健康課題であることが明らかとなった。 

二次的健康影響に関しての意識調査について 

聞き取り調査の結果、以下の点が明らかとなった。医療関係者や初学者には二次的健康影響に関する

情報提供が有用である一方で、復興関係者はすでに認識しており、細かい情報よりも優先順位の整理

や支援者の存在が求められる。また、住民の間では依然として放射線への不安が根強く、基礎知識の

提供も依然として重要なニーズとなっている。さらに、福島では「放射線被ばくはあったが健康影響

は少ない」という文脈があるが、原子力防災教育の「放射線はリスクがあり避難が必要」という考え

方とは異なり、両者を混同すると誤解を招く恐れがある。また、日本のエネルギー政策や核廃絶とい

った他の原子力関連の議論とも方向性が異なり、慎重な対応が必要である。 

加えて、二次的健康影響に関する Web アンケート調査を実施し、被災地および周辺地域の医療関係者

や住民を対象に、知識や認識を分析した。アンケートでは、放射線に関する 6 つのカテゴリー（基礎

知識、原子力防災、放射性廃棄物、エネルギー需要、原子爆弾、福島原発事故）に分類し、地域・年

代ごとの差異を検討した。その結果、福島県民は他地域と比べて放射線リテラシーが高く、特に 60 代

以上で顕著であった。また、子供のいる者や既婚者は、未婚者よりもリテラシーが高い傾向を示した。

これにより、原発事故地域では知識が定着しつつある一方で、他の原発関連地域ではさらなる教育が

必要であることが示唆された。今後、個人属性や科学的知識を考慮した詳細な分析を進め、適切な放

射線教育の方針を検討する必要がある。 



 

 
V 結論 

今後、意識調査やアンケート結果を基に、対象者ごとのニーズに沿った二次的健康影響に関する情報

発信コンテンツを作成していく。 
  



 

 

引用文献 
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本年度研究成果 

I 研究背景 

東日本大震災後の福島の避難住民においては、避難等による肥満、高血圧、糖尿病、脂質異常等の

生活習慣病の増加が明らかになっている 1-6)。したがって、避難区域住民では避難による循環器疾患危

険因子の増加により、脳卒中等の循環器疾患の発症リスクが高い状態であると考えられる。また、今

後、脳卒中、認知症、身体機能低下に関連した要介護者が増加し、健康寿命が短くなる可能性が考え

られる。一方、生活習慣病の増加には身体活動量の低下など生活習慣の変化、及び放射線への不安な

ど社会心理的ストレスの増加が影響している可能性があるが、その関連性は明らかではない。 

II 目的 

 本研究では、福島県内の市町村における要介護の主たる原因である脳卒中を、震災２年後（2013 年）、

７年後（2018 年）、12 年後（2023 年）に悉皆的に調査し、避難区域における脳卒中の発症動向を明ら

かにする。さらに、その情報と「県民健康調査」による個人ごとの被ばく線量、健診成績、放射線に

対する不安・うつ症状等のこころの健康度、及び生活習慣に関する調査結果とを紐づけする。また、

脳卒中に加えて要介護の原因である心筋梗塞、認知症についてもその動向と身体心理社会的要因を福

島県県民健康調査及び 2008 年以降のナショナルデータベース（NDB）を用いて明らかにし、福島県

内における避難区域住民の健康寿命を阻害する身体・心理・社会・環境に関する因子を包括的に明ら

かにすることを目的とした。 

 
III 研究方法 

１）避難区域住民における脳卒中発症率の推移と地域差に関する研究 

調査対象は、震災時に、福島県内に住んでいた者及び福島県内に住民票がある者である。既に 2013

年（平成 25 年）、及び 2018 年（平成 30 年）の 1 月～12 月の期間に脳卒中発症による入院した症例に

ついて、福島県内の医療機関に出向して調査した。今回、2023 年（令和 5 年）1 月～12 月の期間に脳



 

卒中を発症し入院した症例について同様の調査を行い、過去 2 回の調査結果と比較し、地域差及び発

症率の推移を検討することを計画した。 

２）避難区域住民における脳卒中発症の震災関連要因についての検討 

避難区域住民の脳卒中発症の震災関連要因を検討するために、県民健康調査の対象者個人ごとの被

ばく線量、避難状況、健診受診状況、こころの健康度・生活習慣に関する調査のデータと、脳卒中発

症登録のデータとを紐づけた。解析には、2011 年 6 月～2012 年 12 月までに県民健康調査を受けた避

難区域住民 68,788 人から得たデータ、及び 2013 年 1 月～12 月の追跡調査データを用いた。脳卒中発

症（185 人）と、個人の震災後４か月間の外部被ばく線量はじめ、上述の紐付けした要因との関係に

ついて、男女別に二項ロジスティック分析を用いて検討した。令和 6 年度は、2018 年 1 月～12 月に

発症した症例について、同様に県民健康調査のデータとの紐づけ作業を行っている。また、県民健康

調査のデータを用いて、脳卒中の危険因子であるメタボリックシンドロームの発症に及ぼす生活習慣

と心理的要因の検討を行うとともに、循環器疾患の発症に避難と精神的苦痛が及ぼす影響について、

こころの健康度・生活習慣に関する調査に 2012 年に回答した 40 歳～89 歳の避難区域住民 55,061 人

を対象として、2017 年末までに追跡調査を行った。 

３）避難区域住民における要介護認定とその要因に及ぼす因子についての前向き研究 

要介護認定に関連する主な疾患として認知症、脳卒中、関節疾患が挙げられる。そのため、これら

の疾患に共通する危険因子である肥満に及ぼす生活習慣について検討することを目的とした。令和６

年度には、NDB の特定健診データを用いて、令和 5 年度に震災前後の生活習慣について避難区域住

民で震災後に増加した食行動（食べる速度）について、肥満との関連を検討した。福島県内で 2008 年

～2017 年の 10 年間に特定健診を受けた 40 ｰ 74 歳男女延べ 3,866,754 人を対象として、避難区域とそ

れ以外の区域に分けて、肥満と食べる速度との関連の強さの推移について検討した。以上の１）～３）

について福島県立医科大学倫理審査委員会の承認を得て実施した。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

１）避難区域住民における脳卒中発症率の推移と地域差に関する研究 

本年度は令和 5 年度に引き続き、2023 年の脳卒中発症者について県内の病院において出張採録を

行い、脳卒中の登録作業を行った。令和 6 年度の合計採録数は 3,535 件であり、令和 5 年度の同時期

の採録件数（1,663 件）と比べて大幅に増加した。令和 7 年度は引き続き福島県内の医療機関での採

録、医師による判定作業を進めていき、2013 年、2018 年と比べた発症率の推移、地域差を検討する

予定である。 

２）避難区域住民における脳卒中発症の震災関連要因についての検討 

令和 6 年度は脳卒中発症の震災関連要因について、そのメカニズムを疫学的に検討するために、以

下の 2 つの研究を行った。最初に、メタボリックシンドロームの発症に及ぼす震災関連要因・生活習

慣及びその変化について縦断調査にて検討した。メタボリックシンドロームは脳卒中の危険因子とし

て既に知られていることから、震災関連要因が脳卒中発症に及ぼす経路の一つと考えた。福島県県民

健康調査のデータを用いて、2013 年度の健診受診者 17,587 人を対象として 2017 年度末まで追跡し、

心理的要因及び生活習慣の変化とメタボリックシンドロームの新規発症との関連を検討した結果、追

跡できた 10,373 人の解析対象者において、肥満に加えて、早食いの継続がメタボリックシンドローム

の発症リスクの上昇と関連した（性、年齢、肥満度、生活習慣等を調整したオッズ比 OR（95％信頼

区間）：1.28 (1.10-1.49)）。また、飲酒の継続（OR：1.18 (1.00-1.38)）、震災後の禁煙（OR：1.57 (1.08-

2.26)）、震災後の喫煙開始（再開含む）（OR：2.20 (1.04-4.67)）がメタボリックシンドロームの発症リ



 

スクを高めた 7)。一方、精神的苦痛は多変量調整後にリスクの有意な上昇は消失したことから、精神

的ストレスが直接的ではなく、生活習慣を介して間接的にメタボリックシンドローム発症に影響する

可能性が示唆された。 

次に、2012 年のこころの健康度・生活習慣に関する調査に回答した 55,061 人を対象として、避難

の有無、精神的苦痛の有無によって 4 群に分けて、脳卒中発症との関連を前向きに検討した。その結

果、女性では、精神的苦痛なし・避難なし群に比べた、精神的苦痛あり・避難なし、精神的苦痛なし・

避難あり、精神的苦痛あり・避難あり群の脳卒中発症の多変量調整（性、年齢、生活習慣、生活習慣

病、震災関連因子調整）後のハザード比（95％信頼区間）は、それぞれ 1.37 (0.82-2.30)、1.25 (0.97-

1.61)、1.91 (1.30-1.80)であり、避難に精神的苦痛が加わることによって脳卒中発症リスクが高まるこ

とが明らかになった。 
３）避難区域住民における要介護認定とその要因に及ぼす因子についての前向き研究 

令和 5 年度研究により、食行動で「人と比較して食べる速度が速い人（早食い）」の 2010 年～2013

年の割合は、非避難区域ではそれぞれ 30.9％、31.0％、31.1％、31.7％であったのに対し、避難区域で

はそれぞれ 28.1％、29.2％、29.2％、31.0％であり有意な増加傾向がみられた。また、早食いと肥満と

の関連について 2010 年～2017 年それぞれについて確認した結果、ゆっくり食べる人に比べた早食い

の人の肥満の OR は、震災直後の 2011 年が 2.79 (2.69-2.89)、2017 年が 2.54 (2.46-2.62)であり、どの年

度も早食いと肥満との強い関連がみられた。さらに、避難区域のみで解析しても同様の結果が得られ

た。したがって、避難区域住民では震災後の早食いの増加が肥満の増加に関連している可能性が示唆

された。令和 7 年度には肥満と要介護との直接的な関連を検討することで、震災後の要介護認定の要

因について、早食い⇒肥満⇒要介護の経路を明らかにすることを計画している。 

 
V 結論 
 震災後の避難区域住民においては、震災１年後には肥満、高血圧、脂質異常等の生活習慣病が増加

したが、避難の脳卒中等の循環器疾患発症への影響については震災７年後くらいからみられる可能性

が昨年までの研究で示唆された。その要因として、精神的苦痛の影響が考えられたが、今年度の研究

によって特に避難と精神的苦痛が重なることによって脳卒中発症のリスクが高まることが明らかに

なった。さらに、震災後避難区域住民では、早食い等の食行動の割合が増加し、これが肥満やメタボ

リックシンドロームのリスクを高める可能性が示唆された。したがって、避難区域住民では、避難⇒

早食い⇒肥満・メタボリックシンドローム⇒脳卒中発症を引き起こすことが経路の一つとして推測さ

れた。次年度は、早食いの要因をさらに検討することに加え、肥満等の生活習慣病と要介護との関連

を検討することで、震災後の社会心理的要因が生活習慣及び生活習慣病を介して脳卒中及び要介護・

認知症に関わる要因を明らかにする予定である。 
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本年度研究成果 

I 研究背景 

AYA 世代のがん患者（15 歳以上 40 歳未満）は、患者数が少ないことに加え（罹患者数の約 2％）、

病理学的分類の多様性から罹患臓器も多岐に及ぶ。そのため患者は複数の診療科や医療機関に分散

し、医療の中でも社会の中でも孤立しやすく、医療と地域が連携した長期的な移行期支援が欠かせな

い。福島県では、これら若年世代特有の悩みに加え、放射線による健康影響不安の他、放射線影響に

対する誤解や偏見への対処も考えられ、ニーズに対応したきめ細かい支援体制構築が必要である。 

 
II 目的 
本研究では、①福島県に居住、福島県出身の成人 AYA 世代がん患者が抱える放射線による健康不安

などの相談ニーズを把握し、②ピアサポートの在り方を検討するとともに、③ピアサポートに関する

情報発信・啓発を行い、心の健康を包括的に支援する仕組みを構築する。研究終了後も支援の輪が広

げられるよう、④ピアサポート運営マニュアル、ピアサポーター養成研修資材を作成する。 

AYA 世代におけるピアサポートは、「患者数が少ない⇔相談ニーズが多様」という特徴から「集約

化」と「ネットワーク化」が重要である。特定の地域と病院に閉じ、特定の部位のみに焦点をあてた

ピアサポートは多様性に欠け、更なる孤立を招く可能性が懸念されることから、病院や地域を基盤と

したピアサポートのプラットフォームをつくる。 

 
III 研究方法 

１．AYA 世代がんピアサポート体制の検討（主任研究者：佐治、分担研究者：桜井） 

医療機関での対面型ピアサポート、地域でのオンライン型ピアサポートを実施、アンケート評価など

を行いつつ、当事者の支援ニーズを把握した。あわせて、支える立場となるピアサポーターの養成を

進め、持続的な支援体制の構築を検討した。尚、福島県内の AYA 世代がん患者に対するアンケート



 

調査は、福島県立医科大学倫理審査委員会の承認を得て実施された(整理番号：REC2023-084)。 

２．ピアサポート活動に関わるポータルサイトの整備（分担研究者：桜井） 

広く研究班の取り組みや関連活動を紹介するポータルサイトを整備、福島県内、県外へ情報を届ける

仕組みを検討した。あわせて、過去のピアサポート参加者や支援者には、メールマガジン、ニュース

レターを発行した。 

３．AYA 世代がん患者ニーズ追加調査（分担研究者：桜井） 

令和 5 年度に実施した福島県出身 AYA 世代がん患者ニーズ調査において、気分・不安障害のスクリ

ーニング値（The Kessler 6-Item Psychological Distress Scale ：K6 スコア）が高い数値を示したが、福島

県特有の傾向なのか、全国としての傾向なのかが不明なことから、全国の AYA 世代がん患者を対象

とした WEB 調査にて実施した。尚、この追加調査は福島県立医科大学倫理審査委員会の承認を得て

実施された(整理番号：REC2024−028)。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

１．AYA 世代がんピアサポート体制の検討（主任研究者：佐治、分担研究者：桜井） 

・医療機関での対面型ピアサポートに実施については、診療科ごとの認識の違いや、公的研究として

ピアサポートを実施することへの医療者側の抵抗感が大きいことが判明し、当初予定していたグル

ープ開催から個別の患者ヒアリングへと変更した。 

・医療機関内での対面型ピアサポートの実施が困難だった背景として、AYA 世代が複数の診療科に分

散していることも要因であった。そこで、令和 7 年度は、この診療科の垣根を「AYA 世代患者支援」

をキーワードにして乗り越えるチームビルディング研修を実施し、患者支援へのモチベーションと

拾い上げるサポートチームをつくることを検討している。 

・一方、オンラインでのピアサポートについては、6 月、7 月にメタバースの使用方法の練習を含め

たオープンスクールを開催、8 月より毎月一回開催をし、延べ 68 人が参加した。相談ニーズは仕事、

家族とのことや、外見の変化への対応など生活に関するトピックが多かった。」【成果報告書より】 

・ピアサポーター養成研修会については、日本サイコオンコロジー学会の協力を仰ぎつつ、8 月 24 日

（土）時間：13：00～17：00 に開催、12 名を養成した。 

２．ピアサポート活動に関わるポータルサイトの整備（分担研究者：桜井） 

・AYA 世代がん患者のピアサポート活動情報や患者会検索などができるポータルサイトを作成する

とともに、メールマガジン、ニュースレターを毎月発行（AYA ノマド通信）、SNS を活用した広報、

社会発信を行った。結果としては、特に SNS を活用した広報、社会発信において、申込者の 4 割が

SNS（LINE3 割、X1 割など）から情報を得ているなど、オンラインピアサポートへの参加申し込み

に効果が見られた。 

３．AYA 世代がん患者ニーズ追加調査（分担研究者：桜井） 

・全国の AYA 世代がん体験者を対象に K6、ニーズ把握に必要な主要項目に絞り込んだ 30 問程度の

追加調査を 2024 年 7 月 16 日～ 9 月 30 日に実施した。前回は医療者を経由して調査票を配布した

が、今回調査はひろく SNS などで声をかけ、合計 72 人からアンケートを回収した（登録数 90 件, 

回答数 72 件：回収率 80.0％）、性別は男性 5 件（6.9％）、女性 67 件（93.1％）となった。 

・K6 の集計結果は、日本の一般人口における 13 点以上の割合は 3.0％となっているが、AYA 世代で

は 19.4％と非常に高いことがわかった。また、参考値にはなるが、昨年実施した福島県出身者の AYA

世代を対象とした同調査では、26.3％と福島県出身者は 6.9％ほど高い数値を示すことがわかった。 

 



 

V 結論 

アンケート調査の結果から、就職、恋愛や結婚、性生活など、AYA 世代特有の相談ニーズに加え、

二次がんへの健康不安や、食生活、容姿の変化への対応（アピアランスケア）などについて話題に盛

り込んだピアサポートを実施していく必要がある。治療では解決できないこれらの課題について、患

者が悩み、生きづらさを抱えていることを、医療者が認知していない可能性もある。 

次年度は、本研究で得られた知見や県内のデータなどを活用し、研修を通じてひろく医療者への

AYA 世代支援の啓発を行い、患者をひろいあげる院内外の自発的な体制づくりを強化したい。 
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